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技術提案書作成要領 

総合評価落札方式（簡易型運用版） 

 

         工事名        深浦長坂林道（林業専用道）新設工事     

 

 

１ 技術提案書の構成 

 

（１）技術提案書の構成は、次のとおりとする。 

  【競争参加資格確認申請書】 

① 提出文書 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 別記様式１－１ 

② 提出書類一覧・・・・・・・・・・・・・・・ 別記様式１－２ 

③ 資格確認通知書の写し及び支店・営業所の場合の所在地確認資料 

④ 同種工事の施工実績 ・・・・・・・・・・・ 別記様式２ 

⑤ （様式２）に係る CORINS 登録や契約書の写し及び工事内容が確認できる資料 

⑥ 配置予定技術者の資格・工事経験 ・・・・・ 別記様式３ 

⑦ （様式３）に係る資格者証の写し及び雇用証明並びに経験を証明する資料 

⑧ 経営・安全管理等の状況  ・・・・・・・・・ 別記様式４及び（付表） 

⑨ （様式４）に係る退職金共済事業の加入証明書等の写し並びに総合評定値通知

書の写し 

【技術提案書】・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 〔別記表紙〕 

⑩ 企業の施工実績・・・・・・・・・・・・・・ 別記様式５ 

⑪  （様式５）に係る工事成績評定書の写し及び表彰状の写し 

⑫  配置予定技術者の能力 ・・・・・・・・・・ 別記様式６ 

⑬  （様式６）に係る工事成績評定書と CORINS 登録の写し及び資格者証等の写し

並びに継続教育証明の写し 

⑭  地域貢献の状況 ・・・・・・・・・・・・・ 別記様式７－１及び７－２ 

⑮  （様式７－１及び７－２）に係る活動実績を証明する資料 

        ⑯ ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組(別記様式８－１及び８－２) 

⑰ （様式８－１及び８－２）に該当することを証明する書類 

【別添】工事における賃上げの表明した企業等の技術提案書について 

（２）技術提案書のサイズはＡ４とする。 

（３）技術提案書の内容は、簡潔に記載するものとする。 

（４）単体企業、経常建設工事共同企業体、復旧・復興建設工事共同企業体の提出様式及び   

添付書類は、「６提出書類一覧表」に示す様式及び添付書類（資料）を提出すること。 

（５）各様式の添付書類について、各様式の末尾に添付すること。 

また、添付書類（資料）が複数の様式の証明に使用し添付書類（資料）を省略する場

合は、「様式○添付書類（資料）参照」と記載するか参照箇所が確認できる目録を添付

すること。 



 - 2 -

 

２ 技術提案書の内容 

  作成する技術提案書の内容は、次表及び様式に基づき記載するものとし、別記様式１～

８及び別記表紙については、必ず提出する。 

 

記載事項 内容に関する留意事項 

【競争参加資格確認

申請書】 

 

①  資格確認通知書の写しを添付する。 

②  公告指定地域内に本店がない者は、支店・営業所の所在地

と本店との関係を確認できる資料を添付する。 

 （１）同種工事の施工

実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 元請けとして、完成、引き渡しが完了した工事実績は別表 

１のとおり。 

② 同種工事は、別表２の要件を満たす工事とする。 

③ 同種工事として記載した工事が各森林管理局・署等発注工

事でかつ工事成績評定を実施したものである場合には、工事

成績評定通知書の写しを提出すること。なお、評定点が 65 点

未満のものは、施工実績として認めない。 

④ 施工実績は、工事名、発注機関名、施工場所、契約金額、工

期、受注形態等のほか、工事概要（構造形式等）を記載する。 

⑤ 施工実績は、可能な限り、財団法人日本建設情報総合セン

ター（JACIC）の工事実績情報サービス（以下「CORINS」とい

う。）に登録されている工事から選定する。 

⑥ 共同企業体構成員としての施工実績は、出資比率が 20％以

上の工事に限る。 

⑦ 記載様式は、様式２とする。 

（２）配置予定技術者の

資格・工事経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 主任技術者又は監理技術者の氏名を記載する。 

  なお、技術提案書提出時に主任技術者又は監理技術者が特

定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者を記

入することができる。その場合、審査については、各候補者の

うち資格の評価が最も低い者で評価する。 

①  １級若しくは２級土木施工管理技士の資格を有する者又

は、次のいずれかに該当する者。 

・ １級又は２級建設機械施工技士の資格を有する者。 

・ 技術士（技術士法による第二次試験のうち、技術部門を森

林部門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）又は

建設部門又は農業部門（選択科目を「農業土木」又は「農業

農村工学」とするものに限る。）又は総合技術監理部門（選

択科目を「建設」、「農業－農業土木」、「農業－農業農村

工学」、又は「森林－森林土木」とするものに限る。））の

資格を有する者。 

・ これらと同等の資格を有するものと国土交通大臣が認定
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した者。 

③ 監理技術者が必要となる工事にあっては、監理技術者資格

者証及び監理技術者講習修了証を有する者又はこれに準ずる

者であること。 

  なお、「これに準ずる者」とは以下の者をいう。 

・ 平成 16 年２月 29 日以前に交付を受けた「監理技術者資

格者証」を所持する者 

・ 平成 16 年２月 29 日以前に監理技術者講習を受講し、平

成 16 年３月１日以降に監理技術者資格者証の交付を受け

た者は、「監理技術者資格者証」及び「監理技術者講習修了

証」を所持する者 

④ 主任技術者又は監理技術者が必要となる工事にあっては、

直接的かつ恒常的な雇用関係が技術提案書の受付日以前に３ 

ヶ月以上ある者。なお、直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月

以上）を証明する書類として、監理技術者資格者証の写し（所

属建設業者名の記載のあるもの）、市区町村が作成する住民税

特別徴収税額通知書の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準

報酬決定通知書の写し、所属会社の雇用証明書の写しのいずれ

かを添付すること（記号・番号等にマスキングを施されたもの

に限る。）。 

⑤ 主任技術者又は監理技術者の工事経験は別表３のとおり。 

⑥ ⑤で従事した同種工事が各森林管理局・署等発注工事でか

つ工事成績評定を実施したものである場合には、工事成績評

定通知書の写しを提出すること。なお、評定点が 65 点未満の

ものは、施工実績として認めない。 

⑦ 共同企業体構成員としての施工実績は、出資比率 20％以上

の工事に限る。 

⑧ 共同企業体にあっては、構成員のうち１社の主任技術者又

は監理技術者が同種工事の施工経験を有していればよい。 

⑨ 主任技術者又は監理技術者が申請時に従事しているすべて

の工事の従事状況を記載し、本工事を落札した場合の主任技

術者又は監理技術者の配置予定等を記入すること。 

⑩ 主任技術者又は監理技術者は、契約締結の日から本工事に

配置できる者であること。 

  ただし、専任で配置すべき工事にあっては、次に掲げる期

間の専任は要しない。   

  ア 契約締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事

務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始される

までの期間） 

  イ 自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を

全面的に一時中止している期間 
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  ウ 工事完成通知書の受領後、事務手続き等のみが残って

いる期間 

⑪ 主任技術者が、工事現場の相互の間隔が直線距離で 10km 程 

度又は移動時間（舗装道路 40km、未舗装道路 20km の時速で計

算）が 60 分以内の近接した二以上の工事を専任する場合、相

互の現場の距離を示した図面又は移動時間を記載した里程図

等を添付すること。 

⑫ 契約締結後、CORINS 等により配置予定の監理技術者等の専

任制違反の事実が確認された場合には、契約を解除すること

がある。なお、病休・死亡・退職等真にやむを得ない場合の外

は、技術資料の差し替えは認められない。 

⑬ やむを得ず配置技術者を変更する場合は、次に掲げる場合

等とする。 

  ア 受注者の責によらない理由により工事中止又は工事内

容の大幅な変更が発生し、工期が延長された場合 

  イ 工場から現地へ工事の現場が移行する時点（橋梁等工

場製作を含む工事の場合） 

  ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合（大規模な工事の場

合） 

  いずれの場合であっても、発注者との協議により交代の時

期は工程上一定の区切りと認められる時期とするほか、同種

工事の施工経験が当初配置技術者と同等以上の者を配置しな

ければならない。 

⑭ 記載様式は、様式３とする。 

（３）経営・安全管理等    

の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 会社としての経営状況、安全管理の状況、労働福祉の状況、

国及び地方公共団体等が発注する工事においての不誠実な行

為の有無、本社等の所在地、各森林管理局・署等の発注する森

林土木工事に係る工事成績評定点（該当なしも含む）を記載

すること。 

② 退職金共済事業に加入している加入証明書は必ず添付する

こと。 

③ 健康保険、厚生年金保険、雇用保険の加入状況確認のため

総合評定値通知書の写しを必ず添付すること。 

④ 記載様式は、様式４とするが、不誠実な行為等に該当する

場合には詳細な内容を示す書類を添付すること。  

⑤ 各森林管理局・署等の発注する森林土木工事で工事成績評

定を受けている場合は、過去２年度分（当年度は除き、65 点

未満も含む）の平均点を計算した様式４（付表）「工事成績 

評定の平均点計算書」を必ず添付すること。 
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【技術提案書】 

 

 ※ 技術提案書の表紙〔別記表紙〕を必ず添付する。 

 

（４）企業の施工実績 

 

 

 

 

 

① 各森林管理局・署等の発注する森林土木工事における低入

札価格調査の有無及び評定点、工事表彰の有無を記載し工事

成績評定通知書の写しを添付すること。 

② 記載した低入札価格調査対象工事の工事成績評定通知書の

写し及び表彰状の写しを添付すること。 

③ 記載様式は、様式５とする。 

（５）配置予定技術者の 

      能力 

 

 

 

 

 

① 主任（監理）技術者として従事した東北森林管理局・署等発

注工事の実績、技術士（森林土木）の追加保有の有無、継続教

育の実績の有無及び取得ポイントを記載する。 

② 記載した 65 点未満の工事の工事成績評定通知書と CORINS

登録の写し及び資格者証等の写し並びに継続教育の取得ポイ

ント証明の写しを添付すること。 

③ 記載様式は、様式６とする。 

（６）地域貢献・働き方    

改革の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害協定活動の実績の有無及び内容、国土緑化活動の取組

の有無及び内容、ボランティア活動の実績の有無及び内容、

防災活動に関する表彰実績の有無及び内容を記載する。 

②  記載した活動実績を証明する資料を添付すること。 

③  記載様式は、様式７－１及び７－２とする。 

④ ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組について次に掲

げるいずれかの認定の有無について記載する。 

  ・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づ

く認定等（えるぼし認定、プラチナえるぼし認定等） 

  ・次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定、

プラチナくるみん、トライくるみん認定） 

  ・青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユー

スエール認定） 

⑤ 記載した認定を証明する書類を添付すること。 

⑥ 記載様式は、様式８－１及び８－２とする。 

注１）同種工事の施工実績には、施工証明書、契約書の写し（工事名、工期、発注機関、社

印を有する部分及び工事内容が確認できる資料（設計図書等で設計条件が確認できる部

分）)を添付すること。 

 なお、CORINS に登録されている各森林管理局・署等が発注した工事を施工実績とする

場合については、CORINS 登録有無欄に CORINS 登録番号を記載することにより工事カル

テの写しの添付を省略できるものとする。 

注２）国外での施工実績及び配置予定技術者の経験については、それを証明する施工証明書、

契約書の写し、邦文訳等の資料を添付すること。なお、CORINS に登録されている工事を

施工実績とする場合については、工事実績カルテの写し（竣工登録工事カルテ受領書、



 - 6 -

一般データ、技術データ）をもって施工証明書及び契約書に代えることができる。 

注３）配置予定技術者の経験等には、法令の資格を証明するための資格者証等の写し及び直

接的かつ恒常的な雇用関係を証明するための健康保険被保険者証等の写し並びに記載し

た工事に従事したことが確認できる資料（各森林管理局・署等が発注した工事で CORINS

に登録されている場合は CORINS 登録有無欄に CORINS 登録番号を記載することにより工

事カルテの写しの添付を省略できるものとする。)を添付するほか、工事内容が確認でき

る資料（設計図書等）を添付すること。 

注４）CORINS で確認できない場合は、入札公告において明示した資格等が確認できる資料の

写しを添付すること。 

 

 

３ 総合評価落札方式に関する事項 

（１）評価の基準 

   ① 加算点付与の考え方は、以下のとおりとする。 

 

評価項目 評価基準  評価点 

【企業の施工実績】   

  

  

 

 

  配点 

  14 点 

 

 

 

 

 

工事成績評定点（過

去２年間の平均） 

 

 

 森林管理局・署等（他局を含む）が発注した森林土木工

事に係る工事成績評定の過去２年間の平均点について評

価する。 

（評点が 65 点未満の工事も含む） 

低入札価格調査対象

工事の有無（過去２

年間） 

 

 森林管理局・署等（他局を含む）が発注した森林土木工

事について、過去２年間の低入札価格調査対象工事の有

無、回数、当該工事の成績評点（未評定、低入調査中も含

む）について評価する。 

施工に関する表彰実

績（過去 10 年間） 

 

 東北森林管理局・署等が発注した森林土木工事に係る

優良工事表彰の過去 10 年間の実績状況について評価す

る。 

【配置予定技術者の

能力】 

 

 

 

 

  

 

 

 

  配点 

   7 点  

  

  

 

 

配置予定技術者の施

工経験（過去２年間） 

 

 

 主任（監理）技術者として従事した東北森林管理局・署

等が発注した森林土木工事における工事成績評定の過去

２年間の実績状況について評価する。 

配置予定技術者の保

有資格（主任（監理）

技術者） 

 

 １級土木施工管理技士又は１級建設機械施工技士を有

する主任（監理）技術者が、追加保有する技術士（森林土

木）の資格の有無について評価する。 

 

継続教育（ＣＰＤ）の

取組状況（過去１年

  主任（監理）技術者の森林分野又は建設系ＣＰＤ協議会

の土木分野の継続教育の有無及び過去１年間の取得ポイ
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間） 

 

 

 

 

ントやその他分野の継続教育の有無について評価する。 

 なお、森林分野以外の取得ポイント証明が複数団体あ

る場合は、最大の取得ポイントを示す１団体をもって評

価する。 

 

 

 

 

 

 

【地域への貢献】   

 

 

 

 

  配点 

   9 点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害協定（防災ボラ

ンティア協定を含

む）等に基づく活動

実績の有無（過去５

年間） 

 

 東北森林管理局管内における国有林又はその他の災害

協定に基づく過去５年間の活動実績の有無について評価

する。 

 

 

 

国土緑化活動に対す

る取組（過去５年間） 

 

 東北森林管理局管内における国有林又はその他の国土

緑化活動に対する過去５年間の取組実績の有無について

評価する。 

ボランティア活動の

実績の有無（過去２

年間） 

 東北森林管理局管内における国有林又はその他のボラ

ンティア活動の過去２年間の活動実績の有無について評

価する。 

緊急応急工事の実績

の有無（過去２年間） 

 東北森林管理局における緊急応急工事の実施対象者の

評価以外に、緊急応急工事要請対象者名簿に登録された

者についても評価する。 

防災活動に関する表

彰実績（過去 10年間） 

 

 東北森林管理局管内における国有林を初めとした国の

機関、都道府県や市町村からの防災活動に関する過去 10

年間の表彰実績の有無について評価する。 

ワーク・ライフ・バラ

ンス等の取組 

 

  えるぼし、プラチナえるぼし、一般事業主行動計画の策

定、くるみん、プラチナくるみん、トライくるみん、ユー

スエールのいずれかの認定等の取得状況等に応じて評

価。 

      
合  計

 

 

 

 
  30 点

 

 

 

 

 

   ② 施工体制評価点付与の考え方は以下のとおりとする。 

評価項目 評価基準 評価点 

『施工体制評価』   

品質確保の実効性 

 

 

工事の品質管理に関する適切な体制が十分確保され、入

札説明書に記載された要求要件及び技術提案の品質がよ

り確実に実現できると認められる場合 
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工事の品質確保に関する適切な体制が概ね確保され、入

札説明書に記載された要求要件及び技術提案の品質が実

現できると認められる場合 

配点 

15 点 

 

 

 

その他 

 

施工体制確保の確実

性 

 

 

 

 

 

 

 

工事の確実な実施に必要な材料調達及び人員確保等の施

工体制が十分確保され、入札説明書に記載された要求要

件及び技術提案をより確実に実現できると認められる場

合 

 

 

 

配点 

15 点 

 

 

 

 

工事の確実な実施に必要な材料調達及び人員確保等の施

工体制が概ね確保され、入札説明書に記載された要求要

件及び技術提案を実現できると認められる場合 

その他 

 

合 計 

 

 

 

30 点 

 

 

（２）総合評価の方法等 

① 「標準点」を 100 点とし、「加算点」の最高点を 30 点に、「施工体制評価点」の

最高点を 30 点とする。 

② 「加算点」の算出方法は、上記（１）評価項目（企業の施工実績、配置予定技術

者の能力、地域への貢献、施工計画）について評価した結果、得られた「評価点」

の合計を、「加算点」に換算して求める。 

③ 「施工体制評価点」は、提出された技術提案書等及び施工体制確認資料の内容を、

上記（１）②の評価項目（施工体制評価（品質確保の実効性、施工体制確保の確実

性）について評価した結果、得られた「評価点」の合計とする。 

④ 価格と価格以外の要素を総合的に評価する総合評価落札方式は、入札参加者の「標

準点」と「加算点」及び「施工体制評価点」の合計を入札参加者の入札価格で除し

て得た数値（（標準点＋加算点＋施工体制評価点）÷ 入札価格、以下「評価値」

という。）により行う。 

⑤ 欠格がある場合は、入札参加を認めないものとする。 

（３）落札者の決定方法 

①  入札参加者の「評価値」の最も高い者を落札者とする。 

なお、落札の条件は、次のとおりとする。 

ア 入札価格が予定価格（税抜き）の制限の範囲内であること。 

イ 発注者の予定している最低限の要求要件を下回らないこと。また、落札者

となるべき者の入札価格が、予決令第 85 条に基づく調査基準価格を下回る

場合は、予決令第 86 条の調査を行うものとする。 

② 上記①において、評価値の最も高い者が２者以上ある場合は、当該者にくじを引

かせて落札者を決定する。 
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（４）評価内容の担保 

実際の施工に関しては、落札者は施工計画に記載された内容により施工すること。工

事完了後の検査の際、履行状況について確認を行う。請負者の責により記載内容が満足

出来ない場合には、満足出来ない評価項目ごとに、工事成績評定の点数を３点ずつ減ず

ることとする。 

 

 

４ 技術資料の審査に関する事項 

 

    技術審査における評価項目ごとの留意点は以下のとおりである。 

評価項目 評価対象範囲 留意点 様式及び添付資料 

【企業の施工実績】    

 

工事成績評定点（過

去２年間の平均） 

 

 

 

 

 

 

 

(期間)過去２年間 

(工事) 森林管理局・

署等（他局を含

む）の発注する

森林土木工事

（治山・林道） 

 

 

森林管理局・署等（他局

を含む）が発注した森林

土木工事（治山・林道）に

係る工事成績評定の評定

点について記載する。 

（評点が 65点未満の工事

も含む） 

 

【様式４】 

「工事成績評定

通知書」の写し 

低入札価格調査対

象工事の有無（過去

２年間） 

 

 

 

(期間)過去２年間 

(工事) 森林管理局・

署等（他局を

含む）の発注

する森林土木

工事（治山・

林道） 

 

・ 低入札価格調査の有無

を記載 

・ 対象工事がある場合は

対象署、工事名、入札年

月日、対象工事の無効・

未評定・調査中・成績評

定点を記載 

 

【様式５】 

･ 低入札価格調査

を受けた工事の

｢工事成績評定通

知書｣の写し 

 

 

施工に関する表彰

実績（過去 10 年間） 

 

 

 

(期間) 過去 10 年間 

(工事) 東北森林管理

局・署等の発注

する森林土木工

事（治山・林道） 

 

・ 工事の大臣、長官、局

長表彰の有無を記載 

・ 大臣、長官表彰を優先

して代表的なもの１件

選択 

・ 個人への感謝状等は対

象としない 

 

【様式５】  

･ 代表的なもの１

件の｢表彰状｣の写

し 

  

 

 

【配置予定技術者の能力】   
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配置予定技術者の

施工経験（過去２年

間） 

 

 

(期間) 過去２年間 

(工事) 東北森林管理

局・署等の発注

する森林土木

工事（治山・林

道） 

 

 

・ 配置予定技術者が主任

（監理）技術者として

従事した工事の成績評

定の実績の有無、65 点

未満の有無を記載 

 

 

【様式６】  

･ 65点未満がある

場合は当該工事の

「工事成績評定通

知書｣の写し及び

｢CORINS｣(契約～

技術者データ)の

写し 

 

配置予定技術者の

保有資格（主任（監

理）技術者） 

 

 

 

 

 

(資格)１級土木施工

管理技士又は１

級建設機械施工

技士を有し、か

つ、技術士（森林

土木に限る）の

資格を有する者 

 

 

・ 技術士（森林土木に限

る）の保有の有無、取得

年月日を記載 

・ ただし、様式３で１級

土木施工管理技士又は１

級建設機械施工技士を有

すると認められた者のみ

を対象 

 

【様式６】  

・｢技術士登録等

証明書」（選択科目

の森林土木が確認

できるもの）の写

し 

 

 

 

継続教育（ＣＰＤ） 

の取組状況（過去１

年間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(期間)過去１年間 

(対象) 森林分野（認証団

体：(社)日本技術士会、(社)森

林・自然環境技術者教育会）

又はその他の

継続教育 

 

 

 

 

 

 

・ 継続教育の有無、認証

団体、前年度の取得ポイ

ント(CPD時間数、ﾕﾆｯﾄ数

など)を単位も含めて記

載 

・ 取得ポイントは森林分

野その他の２区分で記載 

・ その他の継続教育は

最大の取得ポイントを示

す認証団体を優先して１

つ記載 

 

【様式６】  

・１級の「資格者

証」の写し（様式

３で添付の場合

は省略可） 

・ 継続教育の｢取

得証明書｣の写し 

（森林分野、土木

分野、その他別に

提出） 

 

 

【地域への貢献・

働き方改革】 

   

 

災害協定（防災ボラ

ンティア協定を含

む）等に基づく活動

実績の有無（過去５

年間） 

 

(期間)過去５年間 

(区域) 東北森林管理

局管内 

(内容) 東北森林管理

局長（青森事務

 

・ 活動実績について代表

的なもの１件を記載 

（国有林の活動実績を優

先） 

・ 協定等の締結のみは対

 

【様式７-１】  

｢協定書｣及び｢活

動報告書｣等の写

し 

（代表的なもの１
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所長を含む）等

の国の機関、県

知事、市町村長

と締結した災害

協定に基づく活

動実績 

象としない 

   

 

 

 

 

件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土緑化活動に対

する取組（過去５年

間） 

 

 

 

 

 

 

(期間)過去５年間 

(区域) 東北森林管理

局管内 

(内容) 国有林・民有

林での分収造

林、分収育林等

の緑化活動の

実績 

 

・ 活動実績について代表

的なもの１件を記載 

（国有林の活動実績を

優先） 

・ 国有林の分収育林には

「法人の森」を含む 

・ 契約書が個人名義の場

合は対象としない 

 

【様式７-１】 

｢契約書｣等の写し 

（代表的なもの１

件） 

 

 

 

ボランティア活動

の実績の有無（過去

２年間） 

 

 

 

(期間)過去２年間 

(区域) 東北森林管理

局管内 

(内容) 国有林でのボ

ランティア活

動の実績 

・ 事業体の活動実績につ

いて代表的なもの１件

を記載（国有林の活動

実績を優先） 

・ 個人の活動実績は対象

としない 

 

【様式７-２】  

｢協力要請文｣及び

｢活動報告書｣、｢礼

状｣、｢感謝状｣、そ

の他活動概要を証

明するもの 

 

 

緊急応急工事の実

績の有無（過去２年

間） 

 

(期間)過去２年間 

(区域) 東北森林管理

局管内 

(内容) 緊急応急工事

の実績等 

・緊急応急工事要請対象

者名簿に登録され、緊急

応急工事を実施した者 

・緊急応急工事要請対象

者名簿に登録されてい

る者 

【様式７-２】  

緊急応急工事の

「契約書」の写し 

登録された「対象

者名簿一覧」の写

し 

 

 

防災活動に関する

表彰実績の有無（過

去 10 年間） 

 

 

(期間)過去 10 年間 

(区域) 東北森林管理

局管内 

(内容) 防災に関する

表彰実績 

・事業体の表彰実績につ

いて代表的なもの１件

を記載（国、県、市町村

からの表彰実績） 

・消防活動や個人の表彰

実績は対象としない 

【様式７-２】  

｢表彰状(感謝状)｣

の写し（代表的な

もの１件） 
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ワーク・ライフ・バ

ランス等の推進 

の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に掲げるいずれ

かの認定を受けてい

る。 

 ・女性の職業生活に

おける活躍の推進

に関する法律に基

づく認定等（えるぼ

し、プラチナえるぼ

し認定等） 

 ・次世代育成支援対

策推進法に基づく

認定（くるみん認

定、プラチナくるみ

ん、トライくるみん

認定） 

 ・青少年の雇用の促

進等に関する法律

に基づく認定（ユー

スエール認定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法

律（平成 27 年法律第 64

号。以下「女性活躍推進

法」という。）に基づく

認定等（えるぼし、プラ

チナえるぼし認定等）※

１ 

・ 次世代育成支援対策推

進法（平成 15 年法律第

120 号）に基づく認定（く

るみん、プラチナくるみ

ん、、トライくるみん認

定）※２ 

・ 青少年の雇用の促進等

に関する法律（昭和 45 年

法律第 98 号。以下「若者

雇用促進法」という。）

に基づく認定（ユースエ

ール認定）※３ 

※１ 女性活躍推進法第

９ 条又は第 12条に基づ

く認定（第９条に関する

ものに対しては、労働時

間等の働き方に係わる

基準を満たすものに限

る。）、同法第８条に基

づく一般事業主行動計

画（計画期間が満了して

いないものに限る。）の

届出（常時雇用する労働

者の数が 300 人以下のも

のに限る。）をいう。 

※２ 次世代育成支援対

策推進法施行規則等の

一部を改正する省令（平

成 29 年厚生労働 

省令第 31 号）による改

正後の認定基準に基づ

く認定。 

 【様式８-１】 及

び 【様式８-２】 

 １～３の全項目

について、該当又

は該当しないもの

に○を付けるこ

と。 

 該当を選択した

場合、それぞれ、該

当することを証明

する書類（認定通

知書の写し、一般

事業主行動計画策

定・変更届の写し）

を添付すること。 

 

 

  【様式８-２】に

ついて（「ワーク・

ライフ・バランス

等の推進に関する

外国法人の確認事

務取扱要綱」第２

条に規定する同要

綱の対象となる外

国法人の場合）に

ついて提出 
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 同省令による改正前の

認定基準又は同附則第

２条第３項の規定によ

る経過措置に基づく認

定。 

※３ 若者雇用促進法第

15 条に基づく認定を受

けている企業。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施工体制の審査に関する事項 

施工体制に関する審査は、提出された技術提案書等、入札書、工事費内訳書及び追加提

出された施工体制確認資料（別添資料のとおり。）並びにヒアリングをもとに、次の各項

目について行う。 

ただし、入札参加者が提出した技術提案書等、入札書、工事費内訳書及び施工体制確認

資料の内容により、施工内容の実現性が確認できると認められる場合は、ヒアリングを実

施しない場合がある。 

なお、施工体制確認資料の提出をしない場合及びヒアリングに応じない場合には、入札

に関する条件に違反したものとしてその者の入札を無効とする。 

 

（１）入札説明書等に記載された要求要件を実現できること 

 入札価格の範囲内において入札説明書等に記載された要求要件が実現できるかを審

査する。審査の結果、要求要件が実現できないと認めるときは、技術提案を採用せず、

施工体制評価点及び技術提案に係る加算点のうち評価項目「技術提案（施工計画含む）」

に係る評価点は与えないものとする。 

また、審査の結果、施工体制が十分確保されない場合は、「技術提案（施工計画含

む）」の評価点を、下記（２）（３）の施工体制評価により得られた満点に対する得

点割合を乗じて少数点第２位を切り捨てした数値に補正し、加算点を算出する。 

（２）品質確保の実効性 

入札価格の範囲内において、どのように工事の品質確保のための体制づくりを行い、

それが入札説明書等に記載された要求要件の実現に係る確実性の向上につながるかに

ついて審査する。 

入札参加者の申し込みに係る価格が調査基準価格以上であるときは、審査項目に関

する体制が必ずしも十分に構築されないと認める事情がある場合に限り、品質確保の

実効性に係る施工体制評価点を満点から減点する。 
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入札参加者の申し込みに係る価格が調査基準価格を満たさないときは、審査項目に

関する体制が構築されると認める場合に限り、その程度に応じて品質確保の実効性に

係る施工体制評価点を加算する。特に、下請業者における赤字の発生及び工事成績表

定点における低評価が顕著になるなど、品質確保のための体制その他の施工体制が著

しく確保されないおそれがある特別重点調査（入札説明書による。）の基準に該当す

る価格で入札した者については、審査を特に重点的に行い、審査項目に関する体制を

どのように構築するかが具体的に確認できる場合に施工体制評価点を加算する。 

（３）施工体制確保の確実性 

入札価格の範囲内において、品質確保のための体制のほか、どのように施工体制づ

くりを行い、それが入札説明書等に記載された要求要件の実現に係る確実性の向上に

つながるかについて審査する。 

入札参加者の申し込みに係る価格が調査基準価格以上であるときは、審査項目に関

する体制が必ずしも十分に構築されないと認める場合に限り、施工体制確保の確実性

に係る施工体制評価点を満点から減点する。 

入札参加者の申し込みに係る価格が調査基準価格を満たさないときは、審査項目に

関する体制が構築されると認める場合に限り、その程度に応じて施工体制確保の確実

性に係る施工体制評価点を加算する。特に、下請業者における赤字の発生及び工事成

績評定点における低評価が顕著になるなど、品質確保のための体制その他の施工体制

が著しく確保されないおそれがある特別重点調査（入札説明書による。）の基準に該

当する価格で入札した者については、審査を特に重点的に行い、審査項目に関する体

制をどのように構築するかが具体的に確認できる場合に限り施工体制評価点を加点す

る。 

 

 
【技術提案書作成要領】 別表１～３ 

１ 同種工事の施工実績 平成 23 年４月１日以降に元請けとして、完成、引き渡
しが完了した工事実績の中から、別表２に示す当該工
事と同種の工事（以下「同種工事」という。」）のう
ち、代表的なものを１件記載する。 
 

２ 同種工事 同種工事は、次の要件を満たす工事とする。 
林道規程に定める自動車道の林道又はこれと構造・
規格が同程度の森林整備事業用作業道（治山資材運
搬路を含む）若しくは保安林管理道の新設・改良・
災害復旧工事（設計図書に基づく工事に限る。また、
改良・災害復旧工事については契約金額 1,200 万円
以上の工事に限る。）。 
 

３ 配置予定技術者の資格・工事
経験 

主任技術者又は監理技術者の工事経験は、平成 23 年
４月１日以降に元請けとして、完成・引き渡しが完了
した同種工事に従事した代表的なものを、次の優先順
位に基づき１件記載する。 

ア 主任技術者又は監理技術者又は現場代理人とし
て経験した工事 

イ 上記以外で経験した工事 
 



 - 15 -

※ 各事項、過去○年間の考え方は、簡素化対象工事の該当年度を基準としており、技術 

提案書作成要領及び各要領様式に掲げた期間の定義は次のとおり。 

①「過去１年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度４月１日から前年度３月 31 日

までの１年度間。（令和７年４月 1 日から令和８年３月 31 日） 

②「過去２年間」とは、入札公告日の属する年度の前々年度４月１日から前年度３月 31

日までの２年度間。（令和６年４月１日から令和８年３月 31 日）  

③「過去５年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度を含めた５年前の４月１日か

ら前年度３月 31 日までの５年度間。（令和３年４月１日から令和８年３月 31 日）   

④「過去 10 年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度を含めた 10 年前の４月１日

から前年度３月 31 日までの 10 年度間。（平成 28 年４月１日から令和８年３月 31 日） 

⑤「過去 15 年間」とは、入札公告日の属する年度の前年度を含めた 15 年前の４月１日

から前年度３月 31 日までの 10 年度間。（平成 23 年４月１日から令和８年３月 31 日） 
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６ 提出書類一覧表 

 提出にあたっては、技術提案書作成要領、各様式の※印を確認し、添付記載漏れのないよう提出すること。 
 

【競争参加資格確認申請書】 

 

単体申請 

共同企業体(注１) 
企業体 

として 
代表者 構成員 

① 提出文書  

           ・・・ 別記様式１－１ 
○

 
○

 
○

 
○

 

② （様式１－２）提出書類一覧 

 
○

 
○

 
○

 
○

 

③ 資格確認通知書の写し及び支店・営業所の場合の所在 

地確認資料 
○

 
○

 
○

 
○

 

④ 同種工事の施工実績 ○ ○ ○ ○ 

⑤ （様式２）に係る CORINS 登録や契約書の写し及び工

事内容が確認できる資料 
○

 ○ 

注２ 
○

 
○

 

⑥ 配置予定技術者の資格・工事経験 

           ・・・ 別記様式３ 
○

 
－

 
○

 
○

 

⑦ （様式３）に係る資格者証の写し及び雇用証明並びに 

経験を証明する資料又は CORINS 登録番号 
○

 
－

 
○

 
○

 

⑧ 経営・安全管理等の状況 

     別記様式４及び（付表） 
 様式４ ○ － ○ ○ 
 付 表 ○ － ○ － 

⑨ （様式４）に係る退職金共済事業の加入証明書等 

 の写し及び総合評定値通知書の写し 
○

 
－

 
○

 
○
 

【技術提案書】
 

単体申請
 企業体 

として 
共同企業体(注１) 
代表者 構成員 

【技術提案書】 

           ・・・ 〔別記表紙〕 
○

 
○

 
○

 
○

 

⑩ 企業の施工実績 

           ・・・ 別記様式５ 
○

 ○ 

注２ 
○

 
－

 

⑪  （様式５）に係る工事成績評定書の写し及び表彰状の 

写し 
○

 ○ 

注２ 
○

 
－

 

⑫  配置予定技術者の能力 

           ・・・ 別記様式６ 
○

 
－

 
○

 
〇

 

⑬  （様式６）に係る工事成績評定書と CORINS 登録の写  

し及び資格者証等の写し並びに継続教育証明の写し   
○

 
－

 
○

 
○

 

⑭  地域貢献の状況 

          ・・・ 別記様式７-1 及び７-2 
○

 
－

 
○

 
－

 

⑮ (様式７-１及び７-２)に係る活動実績を証明する資料 
○

 
－

 
○

 
－

 

⑯  ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組 

                    ・・・ 別記様式８-1 及び８-2 
○

 
－

 
○

 
－

 

⑰ (様式８-１及び８-２)に該当することを証明する書類 ○
 

－
 

○
 

－
 

⑱  施工計画の実施手順 

                     ・・・ 別記様式９ 
－

 
－

 
－

 
－

 

⑲  施工計画の工程管理 

                     ・・・ 別記様式１０ 

    
－
    

－
    

－
    

－
 

⑳  施工上の課題に係わる技術的所見 

                     ・・・ 別記様式１１ 

    
－
    

－
    

－
    

－
 

㉑  品質管理方法に対する技術的所見 

                     ・・・ 別記様式１２ 

    
－
    

－
    

－
    

－
 

注１：共同企業体は経常建設工事共同企業体、特定建設工事共同企業体、復旧・復興建設工事共同企業体を

いう。 

注２：共同企業体として実績がある場合は添付する。 

   企業体の構成員としての実績は、出資比率が 20％以上のものに限る。 



 

【競争参加資格確認申請書】                    様式１－１ 

（用紙Ａ４） 

令和○○年○○月○○日 
 
 分任支出負担行為担当官 
   ○○森林管理(支)署長  

○○○○ あて 
 
                  住 所  〒○○○－○○○○ 
                        ○○県○○市○○番  
                  代表者  ○○○株式会社           
                       代 表 取 締 役 社 長     
                                     ○○ ○○     
 

技術提案書の提出について 
 

 令和○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○工事の受注を希望したいので、下
記の技術提案書を提出いたします。 
 なお、予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び 71 条の規定に該当する者
でないこと及び技術提案書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 
 

記 
 
【競争参加資格確認申請書】 
    １ 資格確認通知書の写し及び支店・営業所の場合の所在地確認資料 
  ２ （様式１－２）提出書類一覧 
  ３ 同種工事の施工実績（様式２） 
  ４ （様式２）に係る CORINS 登録や契約書等の写し及び工事内容が確認できる資料 
  ５ 配置予定技術者の資格・工事経験（様式３） 
   ６ （様式３）に係る資格者証の写し及び雇用証明並びに経験を証明する資料 
  ７ 経営・安全管理等の状況（様式４）及び（付表） 
  ８ （様式４）に係る退職金共済事業の加入証明書等の写し並びに総合評定値通知書の写し 
 
【技術提案書】〔表紙〕 
  ９ 企業の施工実績（様式５） 
  10  （資料５）に係る工事成績評定書の写し及び表彰状の写し 
   11  配置予定技術者の能力（様式６） 
   12  （資料６）に係る工事成績評定通知書と CORINS 登録の写し及び資格者証等の写し並び

に継続教育証明の写し 
   13  地域貢献の状況（様式７-１及び７-２） 
   14  （様式７-１及び７-２）に係る活動実績を証明する資料 
  15 ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標に関する適合状況 
    （様式８－１及び８－２） 
    16  （様式８－１及び８－２）に該当することを証明する書類 
 
【問い合わせ先】 
     担当者名 ： ○○ ○○ 
     部  署  ： ○○（株） ○○部○○課 
     電話番号 ： （代）○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］ 
 
※１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４縦とする。 
※２ 発注者の承諾を得て紙入札により参加を希望する場合は、返信用封筒（表に申請者の住所

・氏名を記載のうえ、簡易書留料金分を加えた郵送料金を貼付した長３号封筒）を申請書
と併せて提出してください。 

※３ 上記１～16 まで（技術提案書の表紙及び確認に必要な添付資料を含む）は必ず提出して
ください。 

※４ 提出日の記載は必ずしてください。 
［１／○］

 
 



（様式１－２） 
 提出書類一覧 

様式 
名称 

添付書類 提出確認 （省略する場合） 

様式２ 工事成績評定通
知書等（写）・工
事実績資料（写） 

提出 / 省略 
【記載例】○○森林管理署、○○年度○○地区○○事 
業（○月○日入札）に提出済み。（内容に異同はない。） 

様式３ 工事成績評定通
知書等（写）・工
事実績資料（写） 

提出 / 省略 

 
 
 

資格者証等【監理技術者の場合】 
 

【例】 

○○○○証（写） 

提出 / 省略 
 

【例】 

△△終了証（写） 

提出 / 省略 
 

【例】 

□□□証等（写） 

提出 / 省略 
 

資格者証等【主任技術者の場合】 
 

保有する資格・ 
免許を確認でき 
る書類（写） 

提出 / 省略 
 

様式４ 工事成績評定通 
知書等（写） 

提出 / 省略 
 

様式６ 工事成績評定通 
知書等（写） 

提出 / 省略 
 

保有する資格・ 
免許を確認でき 
る書類（写） 

提出 / 省略 
 

様式 
８－１ 

認定通知書（写） 提出 / 省略 
 

一般事業主行動 
計画策定・変更 
届（写） 

提出 / 省略 
 

様式 
８－２ 

認定等確認通知 
書（写） 

提出 / 省略 
 

 
（注 1）様式２、３、４、６、８－１、８－２の添付書類について、内容に異同がない場合に限り、当該

年度の入札へ提出した当該資料（同署に限る）をもって、提出を省略することができることとする。 
この場合は、「省略」を選択の上、当該資料を提出した入札情報を記載すること。 

なお、当該年度において、初参加の入札の場合は、「提出」を選択の上、添付書類を提出するこ
と。 

（注 2）前回提出後、添付資料の修正及び一部添付資料の追加の場合は、該当する欄の資料について再度
提出するものとする。 

（注 3）入札公告において明示した資格、実績を工事実績情報システム（CORINS）の登録により、各森林
管理局・署等が発注した工事内容が確認できる場合は、（省略する場合）の欄に CORINS による確認
と記載することにより添付を省略できるものとする。 



様式２ 
（用紙Ａ４） 

同種工事の施工実績 

（工事名：○○○○工事(発注工事名を記載）） 

                           会社名：○○○（株）   
 
 
 
工 
 
事 
 
名 
 
称 
 
等 

 工 事 名 称   ○○○○○○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：       ） 

 発 注 機 関 名  

 工 事 場 所  ○○県○○市○○町○○国有林 

 契 約 金 額  ○○○,○○○,○○○円  

 工     期  自 令和○年○月○日 ～ 至 令和○年○月○日 

 受 注 形 態 等  単体 ／ ○○・○○ＪＶ（自社出資比率○○％） 

 JV の構成業者名  

工 
事 
概 
要 

 工     種 （例）・治山ダム工   

 工     法 （例）・現場打ちコンクリート（コンクリートポンプ車打設） 

 規 模・寸法等 （例）・Ｈ＝８．５ｍ Ｌ＝３０．８ｍ Ｖ＝１２００ｍ3  

 
 工事成績評定の有無     有 ・ 無         ※有りの場合： ○○点 

備 
考 

  【その他、工事について特記すべき事項があれば記載のこと。】 

 
※１  代表工事の記載に当たっては、同種工事のうち、代表的なものを１件記載する。 
※２ 記載した同種工事が森林管理局・署等（他局を含む）が発注した工事で工事成績評定を受けて

いる場合は、当該工事の「工事成績評定通知書」の写しを添付する。（65 点未満のものは実績
として認めない。） 

   なお、当該事業年度における同種事業の入札において、「工事成績評定通知書」を既に提出し
ている場合（同署に限る）は、提出を省略することができる。 

※３  記載した同種工事の施工実績を証明するものとして、下記の資料を添付する。 
(1) 各森林管理局・署等が発注した工事の添付資料は、以下のとおりとする。 

① ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、ＣＯＲＩＮＳ登録有無欄にＣＯＲＩＮＳ登録番
号を記載することにより工事カルテの写しの添付を省略できるものとする。ただし、ＣＯ
ＲＩＮＳで確認できない場合は、すべての写し（竣工登録工事カルテ受領書、一般データ、
技術データ）と、工事内容が確認できる最終契約変更時の工事数量内訳書又は工事費内訳
書（ない場合は平面図、縦断図、横断図）を添付する。 

② ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書（林道の改良工事又は災害復旧工事の
実績をもって林道新設工事に参加しようとする場合は最終請負契約書）の写し（当該工事
発注者が作成した「施工証明書」（工事名、工事場所、請負金額、工期、工事内容、従事技
術者、発注機関の押印のあるもの）を提出した場合は省略可）と、工事内容が確認できる
最終契約変更時の工事数量内訳書又は工事費内訳書（ない場合は平面図、縦断図、横断図）
を必ず添付する。 

③ 林道又は保安林管理道以外の工事をもって「林道新設又は改良工事」の施工実績を証明
しようとする場合は、ＣＯＲＩＮＳに登録の有無に係わらず上記②の資料に加えて、図面
等を添付する。 

(2) 上記(1)以外の機関が発注した工事の添付資料は、以下のとおりとする。 
① ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、ＣＯＲＩＮＳのすべての写しと、工事内容が確

認できる資料（林道又は保安林管理道工事にあっては設計図面（新設又は改良若しくは災
害復旧の内容が確認できるもの）及び工事数量内訳書、林道又は保安林管理道以外の工事
にあっては平面図、縦断図、横断図（又は土工定規図）、工事数量内訳書を必須とする。）
を添付する。 

② ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合は、契約書（林道の改良工事又は災害復旧工事の



実績をもって林道新設工事に参加しようとする場合は最終請負契約書）の写し（当該工事
発注者が作成した「施工証明書」（工事名、工事場所、請負金額、工期、工事内容、従事技
術者、発注機関の押印のあるもの）を提出した場合は省略可）と、工事内容が確認できる
資料（林道又は保安林管理道工事にあっては設計図面（新設又は改良若しくは災害復旧の
内容が確認できるもの）及び工事数量内訳書、林道又は保安林管理道以外の工事にあって
は平面図、縦断図、横断図（又は土工定規図）、工事数量内訳書を必須とする。）を添付す
る。 

なお、上記(1)又は(2)の資料を提出した場合でも審査に必要な場合は、他の書類の提出
を求める場合がある。 

※４ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（「工事成績評定通知等（写）」）
を提出（同署に限る）している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略するこ
とができる。その際は、「様式１－２」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を
記載すること。 

［○／○］



様式３ 

（用紙Ａ４） 

 

配置予定技術者の資格・工事経験 

（工事名：○○○○工事(発注工事名を記載）） 

                           会社名：○○○（株）  

 従 事 役 職  主任技術者又は監理技術者 

 氏     名  

 生 年 月 日  

 最 終 学 歴  ○○大学  ○○科  ○○年卒業 

法令による資格・免許 

 

・１級土木施工管理技士（習得年月日及び登録番号も記載） ・技術士（習得年

月日、部門及び選択科目も記載） ・監理技術者資格（習得年月日及び登録番

号も記載） 

 

 

工

事

経

験

の

概

要 

工 事 名 称  ○○○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：       ）・無 

発 注 機 関 名    

施 工 場 所  ○○県○○市○○町○○国有林 

契 約 金 額  ○○○,○○○,○○○円 

工     期  自 令和○年○月○日 ～ 至 令和○年○月○日 

受 注 形 態 等  単体 ／ ○○・○○ＪＶ（自社出資比率○○％） 

JV の構成業者名   ○○建設（株）、△△建設（株） 

従 事 役 職  現場代理人・主任技術者・監理技術者・工事主任等 

工

事

内

容 

 工  種   ・治山ダム工事 

 工  法   ・現場打ちコンクリート 

規模・寸法等   ・Ｈ＝○○ｍ Ｌ＝○○ｍ Ｖ＝○○ｍ 

工事成績評定の有無     有 ・ 無         ※有りの場合： ○○点 

申 請 時

に お け

る 他 工

事 の 従

事 状 況

等 

工 事 名 称  ○○○○○○工事（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：       ）  

発注機関名  ○○県 ○○振興局 林務課 

工   期  自 令和○年○月○日 ～ 至 令和○年○月○日 

従 事 役 職   現場代理人・主任技術者・監理技術者・工事主任等 

本 工 事 と 重 複 す る 場 合 の 

対応措置 

  例) 本工事に着手する前の○月○日から後片付け開始予定のため、本工事に

従   事可能である。 

CORINS 登録の有無  有り（ＣＯＲＩＮＳ登録番号：       ）・無 

 

※１ 配置予定技術者の法令による資格・免許の証明書、資格者証、講習修了証の写しを添付する。 

※２ 配置予定技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係（３ヶ月以上）を証明する資料として、監理

技術者資格者証の写し（所属建設業者名の記載のあるもの）、市区町村が作成する住民税特別

徴収税額通知書の写し、健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し、所属会社の

雇用証明書の写しを添付すること（記号・番号等にマスキングを施されたものに限る。）。 

※３  工事経験の代表工事の記載に当たっては、経験している同種工事のうち、代表的なものを１

件記載する。 

※４ 記載した同種工事が森林管理局・署等（他局を含む）が発注した工事で工事成績評定を受け

ている場合は、当該工事の「工事成績評定通知書」の写しを添付する。（65 点未満のものは実

績として認めない。） 

※５  記載した工事経験を証明する資料として、下記の資料を添付する。 



(1) 各森林管理局・署等が発注した工事の添付資料は、以下のとおりとする。 

① ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、ＣＯＲＩＮＳ登録有無欄にＣＯＲＩＮＳ登録番

号を記載することにより工事カルテ（写）の添付を省略できるものとする。ただし、ＣＯ

ＲＩＮＳで確認できない場合は、すべての写し（竣工登録工事カルテ受領書、一般データ、

技術データ）と、工事内容が確認できる最終契約変更時の工事数量内訳書又は工事費内訳

書（ない場合は平面図、縦断図、横断図）を添付する。 

② ＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事又は技術者経験の場合は、契約書（林道の改良工事

又は災害復旧工事の実績をもって林道新設工事に参加しようとする場合は最終請負契約

書）の写し及び技術者が当該工事に従事したことを証明する書類（例：「技術者届」等）と、

工事内容が確認できる最終契約変更時の工事数量内訳書又は工事費内訳書（ない場合は平

面図、縦断図、横断図）を必ず添付する。 

ただし、当該工事発注者が作成した「施工証明書」（工事名、工事場所、請負金額、工

期、工事内容、従事技術者、発注機関の押印のあるもの）に記載がある場合は、契約書の写

し及び技術者の従事証明を省略することができる。（注：工事数量内訳書の省略はできな

い。） 

なお、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合の技術者経験とは、監理（主任）技術者又

は施工管理に関する（安全担当、品質検査者、労務管理及び現場に常駐しない者は除く）経

験者とする。 

③ 林道又は保安林管理道以外の工事をもって「林道新設又は改良工事」の施工実績を証明

しようとする場合は、ＣＯＲＩＮＳに登録の有無に係わらず上記②の資料に加えて、図面

等を添付する。 

(2) 上記(1)以外の機関が発注した工事の添付資料は、以下のとおりとする。 

① ＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、ＣＯＲＩＮＳのすべての写しと、工事内容が確認

できる資料（林道又は保安林管理道工事にあっては設計図面（新設又は改良若しくは災害

復旧の内容が確認できるもの）及び工事数量内訳書、林道又は保安林管理道以外の工事に

あっては平面図、縦断図、横断図（又は土工定規図）、工事数量内訳書を必須とする。）を

添付する。 

② ＣＯＲＩＮＳに登録されていない工事又は技術者経験の場合は、契約書（林道の改良工事

又は災害復旧工事の実績をもって林道新設工事に参加しようとする場合は最終請負契約

書）の写し及び技術者が当該工事に従事したことを証明する書類（例：「技術者届」等）と、

工事内容が確認できる資料（林道又は保安林管理道工事にあっては設計図面（新設又は改

良若しくは災害復旧の内容が確認できるもの）及び工事数量内訳書、林道又は保安林管理

道以外の工事にあっては平面図、縦断図、横断図（又は土工定規図）、工事数量内訳書を必

須とする。）を添付する。 

ただし、当該工事発注者が作成した「施工証明書」（工事名、工事場所、請負金額、工

期、工事内容、従事技術者、発注機関の押印のあるもの）に記載がある場合は、契約書の写

し及び技術者の従事証明を省略することができる。（注：工事内容の確認資料の省略はでき

ない。）      

なお、ＣＯＲＩＮＳに登録されていない場合の技術者経験とは、監理（主任）技術者又

は施工管理に関する（安全担当、品質検査者、労務管理及び現場に常駐しない者は除く）経

験者とする。 

(3) 上記(1)又は(2)の資料を提出した場合でも審査に必要な場合は、他の書類の提出を求め

る場合がある。 

※６ 申請時における他工事の従事状況は、従事しているすべての工事について、本工事を落札し

た場合の技術者の配置予定等を記入すること。（従事している工事の従事役職はすべて記入する

こと。） 

※７ 主任技術者が、二以上の工事を専任する場合、工事現場の相互の間隔が直線距離で１０km 程

度又は移動時間（舗装道路 40km、未舗装道路 20km の時速で計算）が 60 分以内の範囲に収まる



ことを証明する資料（図面又は移動時間を記載した里程図等）を添付すること。 

※８ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに（工事成績評定通知等（写）・監理技

術者資格者証（写）・監理技術者講習修了証等（写）・健康保険被保険者証等（写）（保険者番

号及び被保険者記号・番号等にあらかじめマスキングを施したもの。）・保有する資格・免許を

確認できる書類（写））を提出（同署に限る）している場合で、書類の内容に異同がない場合、

資料の提出を省略することができる。その際は、「様式１－２」において「省略」を選択の上、

提出した入札案件名等を記載すること。 

※９ 記載の欄の明示は、記入例である。 

 

［○／○］



様式４ 

（用紙Ａ４） 

経営・安全管理等の状況 

                          会社名：○○○（株）    

項  目 具 体 的 な 項 目  有  無 

不誠実な行為の有無 
 
 
 
 
 
  経 営 状 況 
 
 
 
  地 理 的 条 件 
 
 
 
 
 労働福祉の状況 
 
 
 
 
  安全管理の状況 
 
 
 
 
 
  工事成績評定点 
（前年度までの過去
２年度分） 
 
 

１）一括下請実施の実績の有無 
 
２）技術資料提出時における営業停止又は森林管理局の指
名停止の有無 
有の場合：指名停止期間              

 
１）手形交換所による取引停止の有無 
 
２）取引先からの取引停止事実の有無 
 
 公告指定地域内での本店、支店又は営業所の所在の有無 
   有の場合：本店所在県及び市町村         
        支店所在県及び市町村         
         営業所所在県及び市町村        
  
１）建設業退職金共済組合又は中小企業退職金共済事業団
との退職金共済契約締結の事実 

 
２）健康保険、厚生年金保険、雇用保険への加入の有無 
 
１）過去２年間の死亡事故の有無 
  （東北森林管理局・署等の発注工事） 
 
２）過去２年間の休業８日以上の負傷者の有無 
  （東北森林管理局・署等の発注工事） 
 
 森林土木工事成績評定点の過去２年度分の平均点 
  （森林管理局・署等（他局を含む）の発注工事） 
  （該当点数等に〇印を付けること） 
 
 

 有・無 
 
 有・無 
 
 
 
 有・無 
 
 有・無 
 
 有・無 
 
 
 
 
 有・無 
 
 
 有・無 
 
 有・無 
 
  
 有・無 
 
 
80 点以上 
76 点以上 80 点未満 
73 点以上 76 点未満
70 点以上 73 点未満
70 点未満 
 

※１  技術提案書の提出者の住所が公告指定地域内にない者については、公告指定地域内にあ   
る支店や営業所の名称・住所及び本店等との一連の組織関係が分かる「会社概要」等の写   
しを添付する。 

※２ 労働福祉の状況を証明するものとして、退職金共済事業に加入している加入証明書の写   
し並びに社会保険等の加入状況確認のため総合評定値通知書の写しを添付する。 

   なお、証明書並びに通知書は最新（直近決算期間等及び最新通知日）のものとする。 
※３  工事成績評定（他局を含む）を受けている場合は、評定実績を証明するものとして、付表

の「工事成績評定の平均点計算書」を記載し、添付する。 
     なお、必要により「工事成績評定通知書」の写しも添付する。（付表の注意書きを参照） 
※４ 工事成績評定の実績がない場合は、様式４の（付表）は省略することができる。 
※５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（「工事成績評定通知等

（写）」）を提出している場合で、書類（同署に限る）の内容に異同がない場合、資料の提
出を省略することができる。その際は、「様式１－２」において「省略」を選択の上、提出
した入札案件名等を記載すること。 

 
[○／○]



様式４（付表） 

（用紙Ａ４） 

 

         工事成績評定の平均点計算書 
（前年度までの過去２年度分の森林管理局・署等（他局を含む）が発注する森林土木工事） 

                                   会社名：○○○（株）   
令和６～７年度 

年度  署 名      工 事 名   完成検査年月日   評定点 低入札の有無 

 

 
 
 
 
 
６ 

年度 

 

○○署  ○○○○○○工事      ○○年○○月○○日 ○○  有 

     

     

     

     

     

     

     

  小計         ○○件    ○○○  

 

 
 
 
 
 
７ 

年度 

 

 

○○署  ○○○○○○工事      ○○年○○月○○日     ○○  

     

     

     

     

     

     

  小計         ○○件      ○○  

      計             ○○件          ○○○  

平均点   
 ○○．○ 

 

 
※１ 過去２年度分の工事は、完成検査年月日の該当年度で区切ることとし、前年度まで(当年度   

は除く)の２年度分の森林管理局・署等(他局を含む)の発注した森林土木工事のすべて(評定点   
が 65 点未満のもの、共同企業体で出資比率 20%以上の構成員である場合の成績評定も含む)を   
記載する。 

※２ 平均点の算出は、小数点２位を切り捨てし、小数点１位まで記載する。 
※３ 低入札の有無の欄は、低入札価格調査対象工事となった工事について「有」と表示する。 
 
                                  ［○／○］ 



【技術提案書】                         〔表紙〕 

（用紙Ａ４） 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

 

 

 

○○○○○○○○工事 

 

技術提案書 

 

 

 

                         所在地（本社（本店、支店、営業所）の所在地を記入すること。） 

                            業者コード 

                            建設業許可番号○○－○○○○ 

 

 

 

                                                会社名：           

 

 

 

 

 

 標記について、令和○○年○○月○○日付けで公告のありました「○○○○○工事」の技

術提案書を別紙のとおり提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[○／○] 



様式５ 

（用紙Ａ４） 

企業の施工実績 

                         会社名：○○○（株）    

項  目 具 体 的 な 項 目  有  無 

  低入札価格調査対

象工事の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）過去２年間 (令和６年４月１日から令和８年３月 31 

日まで) の森林土木工事に係る低入札価格調査対象工事

の有無 

  （森林管理局・署等（他局を含む）の発注した工事） 

 

２）１）が有の場合は、低入札工事の対象署、工事名、入札

年月日、無効・未評定・調査中の別又は評定済みの場合の

工事成績評定点 

 ① 対象署：○○○署   工事名：○○○○○○工事  

   入札年月日：○○年○○月○○日 

 ② 対象署：○○○署   工事名：○○○○○○工事  

   入札年月日：○○年○○月○○日 

 ③ 対象署：○○○署   工事名：○○○○○○工事  

   入札年月日：○○年○○月○○日 

  （対象工事が複数の場合はすべて記載すること） 

  （対象工事ごとに無効・未評定・調査中の別又は評定済

みの場合の工事成績評定点を記載すること）   

 有・無 

 

 

 

 

 

 

 無 効 

 

 未評定 

 

 ○○点 

 

 調査中 

 

 

 施工に関する表彰

実績 

 

 

 

１）過去 10 年間 (平成 28 年４月１日から令和８年３月 31

日まで)の森林土木工事の表彰の有無 

   （東北森林管理局・署等の発注工事で、個人表彰は対象

外） 

 

２）１）が有の場合は、大臣・長官表彰の有無 

 

 有・無 

 

 

 

 有・無 

 

 

※１ 低入札工事があり、当該工事が評定済みの場合は、当該工事の「工事成績評定通知書」    の

写しを添付する。 

※２ 工事表彰を証明するものとして、「表彰状」の写しを添付する。 

 

 

[○／○] 



様式６ 

（用紙Ａ４） 

配置予定技術者の能力 

                            会社名：○○○（株）    

氏  名 （様式３と同一者名を記載） 

項  目 具 体 的 な 項 目 有  無 

  配置予定技術者

の施工経験 

 

 

 

 

 

 

１）過去２年間 (令和６年４月１日から令和８年３月 31 日

まで)主任（監理）技術者として従事した森林土木工事にお

ける東北森林管理局・署等の工事成績評定の実績の有無 

 （該当工事及び年度の区分は完成検査年月日をもって区分） 

 

２）１）が有の場合は、成績評点が 65 点未満の工事の有無 

有の場合： 

 ① 対象署：○○○署   工事名：○○○○○○工事  

   完成検査年月日：○○年○○月○○日 

 ② 対象署：○○○署   工事名：○○○○○○工事  

   完成検査年月日：○○年○○月○○日 

 （65 点未満の工事が複数件ある場合はすべて記載すること） 

 有・無 

 

 

 

 

 

 

 有・無 

 

 ○○点 

 

 ○○点 

  配置予定技術者

の保有資格 

 

 

 

 

１）１級土木施工管理技士又は１級建設機械施工技士の取得

の有無 

 

２）１）が有りの場合は、技術士（森林土木）の取得の有無及

び取得年月日 

 （森林部門又は総合技術監理部門の選択科目が森林土木に

限る） 

 有の場合： 

    ・取得年月日： 元号○○年○○月○○日 

 有・無 

 

 

 有・無 

 

 

 

  継続教育（ＣＰ

Ｄ）の取組状況 

（過去１年間） 

 

 

 

１）過去１年間 (令和７年４月１日から令和８年３月 31 日

まで)の継続教育（ＣＰＤ）の有無 

 

２）１）が有の場合は、分野別に認証団体と前年度の取得ポイ

ントを記載 

  ・森林分野の継続教育の前年度の取得ポイント（CPD 時間

数） 

    認証団体： （社）○○○○○会 

  ・その他の継続教育の前年度の取得ポイント（ﾕﾆｯﾄ数、CPD

時間数など） 

        認証団体： ○○○○○○○会 

 有・無 

 

 

 

 

○○時間 

 

 

○○単位 

 

※１ 氏名は、様式３に記載した者と同一者名を記載すること。また、様式３において複数の候補者を

記載した場合は、同一者を各自１枚ずつ記載する。  

なお、このとき様式３と異なる者を記載した場合は、配置予定技術者に関するすべての評価得点

を与えないこととなるので留意すること。 

※２ 施工経験は、東北森林管理局・署等が発注した森林土木工事において主任（監理）技術者として



従事し、前年度までの過去２年度に完成検査を受け工事成績評定を受けたものを対象とする。 

また、前年度までの過去２年度に工事成績評定点が 65 点未満の工事がある場合は、当該工事の

「工事成績評定通知書」の写し及び CORINS 登録（契約～技術者データ）の写しを添付すること。 

※３ 保有する資格は、１級土木施工管理技士又は１級建設機械施工技士を保有する者を対象としてお

り、更に追加保有する森林部門又は総合技術監理部門の選択科目が森林土木の技術士の取得の有無

と取得年月日を記載する。 

また、１級の資格者証の写し（様式３で添付している場合は省略可）及び技術士の取得を証明す

るものとして選択科目の森林土木の記載のある「技術士登録等証明書」の写しを添付すること。 

※４ 継続教育は、森林分野（認証団体：(社)日本技術士会、(社)森林・自然環境技術者教育会(JAFEE)）

と、その他の２区分に分けて、認証団体と前年度の取得ポイント（CPD 時間数、ﾕﾆｯﾄ数など）を単

位も含めて記載する。 

なお、認証団体と取得ポイントは、それぞれの分野において最大の取得ポイントを示す団体を優

先して１つ記載する。 

また、継続教育の証明については、記載した前年度の取得ポイントの証明書を添付すること。 

※５ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（工事成績評定通知等（写）・保有す

る資格・免許を確認できる書類（写））を提出（同署に限る）している場合で、書類の内容に異同

がない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、「様式１－２」において「省略」を

選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式７-１ 
（用紙Ａ４） 

地域貢献の状況 
（東北森林管理局管内での実績） 

                             会社名：○○○（株）   

項  目 具 体 的 な 項 目 有  無 

 災害協定等に基づ
く活動実績 
（東北森林管理局管内） 

（過去５年間） 

 

 

 

 

１）過去５年間(令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで)の
災害協定等に基づく活動実績の有無 
  有の場合の活動場所：  国有林(民直含む) 
  （該当に○印を付す）   その他 
 
２）１）が有りの場合は、活動実績の内容を記載 

有・無 
 
 
 
 

災害協定の協定者 甲：○○○○○○○○   乙：○○○○○○○○  

協定者との関係       当事者                    会員 

活動要請年月日 令和○○年○○月○○日 

活 動 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

活 動 場 所  

活 動 内 容 【報告書写しの添付のとき省略可】                   

  国土緑化活動に対
する取組 
（東北森林管理局管内） 

（過去５年間） 

１）過去５年間(令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで)の
国土緑化活動に対する取組みの有無 
（分収林等は過去５年間のうちで契約期間が有効なものを対象） 
    有の場合の活動場所：  国有林 
    （該当に○印を付す）   その他 
 
２）１）が有りの場合は、活動実績の内容を記載 

有・無 
 

 

 

契 約 又 は 活 動 の 種 類  分収育林(法人の森含む)   分収造林   その他 

契 約 又 は 活 動 の 相 手 側  

契約又は依頼日  ○○○○年○○月○○日 

履行又は活動期間  令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

活 動 場 所  

活 動 内 容 【分収育林又は分収造林の契約書写しの添付のとき省略可】 

 
※１ 災害協定活動（東北森林管理局における国有林防災ボランティア協定を含む）については、

下記に留意して記載する。 
(1) 災害協定活動は、代表的なものを１件記載することとし、国有林での活動実績があればその

活動実績を優先して記載する。 
ただし、協定等の締結のみで活動実績がない場合は、対象としない。 

(2) 「協定者との関係」欄は、該当するものに○印を付する。 
(3) 災害協定活動を証明するものとして、国有林災害協定（東北森林管理局における国有林防災



ボランティア協定を含む）の場合は協力要請文又は報告書(森林管理署等の接受印のあるもの)

の写しを、それ以外の災害協定にあっては「災害協定書」や会員名簿等の写し及び協力要請文

並びに報告書の写しを、口頭要請等により協力要請文がない場合は活動実績の概要が分かる証

明書等の写しを必ず添付する。 
※２  国土緑化活動については、下記に留意して記載する。 

(1) 国土緑化活動は、代表的なものを１件記載することとし、国有林での活動実績があればその

活動実績を優先して記載する。 
ただし、契約書等が個人名義の場合は、対象としない。 

(2) 「契約又は活動の種類」欄は、該当するものに○印を付する。 
(3) 国土緑化活動を証明するものとして、「分収育林契約書」や「分収造林契約書」の写し１件

を、その他の場合は緑化活動の契約書又は依頼文等の写し及び活動概要の分かる証明書等の写

しを必ず添付する。 
 

[○／○] 
  



様式７-２ 
（用紙Ａ４） 

地域貢献の状況 
（東北森林管理局管内での実績） 

                           会社名：○○○（株）   

項  目 具 体 的 な 項 目 有  無 

 ボランティア活
動の実績 
（東北森林管理局管内） 

（過去２年間） 

１）過去２年間(令和６年４月１日から令和８年３月 31 日ま
で)のボランティア活動の実績の有無 
    有の場合の活動場所：  国有林 
   （該当に○印を付す）   その他 
 
２）１）が有りの場合は、活動実績の内容を記載 

有・無 

活動要請機関 【 主催した機関名を記載 】 

活動要請年月
日 

【 公募・要請のあった年月日を記載 】 

活 動 期 間 令和○○年○○月○○日～令和○○年○○月○○日 

活 動 場 所  

活 動 内 容 【報告書等で活動概要を確認できる場合は省略可 】 

 緊急応急工事の
実績 
（東北森林管理局管内） 

（過去２年間） 

１）過去２年間（令和６年４月１日から令和８年３月 31 日
まで）の緊急応急工事要請対象者名簿への登録の有無 

 
２）１）が有りの場合、緊急応急工事の実績の有無 
 
３）２）が有りの場合は活動実績内容を記載 
 

有・無 

 

有・無 

契 約 先【 森林管理署等名】 

要請年月日 【 要請のあった年月日を記載 】 

契 約 期 間  

施 工 箇 所  

施 工 内 容 【契約書写しで確認できる場合は省略可 】 

防災活動に関す
る表彰実績 
（東北森林管理局
管 
（過去 10 年間） 
 

１）過去 10 年間(平成 28 年４月１日から令和８年３月 31 日
まで)の防災活動に関する表彰実績の有無 
     
２）１）が有りの場合は、表彰内容を記載 

有・無 

表 彰 機 関 【 林野庁長官・局長・○○市長等の表彰機関を記載 】 

表彰年月日 令和  年  月  日 

表 彰 内 容 【 表彰状等で表彰内容が確認できる場合は省略可 】 
 

※１ ボランティア活動について 
 （１）ボランティア活動は、事業体としての活動実績に限り認めることとし、国有林での活動実

績があればその活動実績を優先して１件記載する。 
なお、国有林外での活動はその他の活動として記載する。（個人の活動実績は対象としな

い。） 



（２）ボランティア活動を証明するものとして、礼状・感謝状等の要請機関の発行する証明書の写

し、協力要請文の写し又は案内状及び活動概要のわかる（作業内容、場所、実施日等が確認

できる文書等）報告書の写しを必ず添付する。 

    ただし、活動要請機関が発行する証明書（写し）を添付する場合は、省略できるものとす

る。 

※２ 緊急応急工事の実績について 

（１）公募による緊急応急工事要請対象者名簿に登録され、緊急応急工事を実施した者以外に緊急

応急工事要請対象者名簿に登録された者についても対象。 

（２）緊急応急工事の実績を証明するものとして、要請文書や契約書の写しを添付すること。要請

対象者で工事実績が無い者については、登録者名簿の一覧表の写しを添付すること。 

 

※３ 防災活動に関する表彰実績を証明するものとして、表彰状(感謝状)の写しを添付する。ただ

し、消防団等の消防活動や個人による表彰は対象外とする。 
 

[○／○] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式８－１ 

（用紙Ａ４） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況 

                            会社名：○○○（株）   

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

１段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

２段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

３段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

プラチナえるぼし認定を取得している  該当・該当しない 

  一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限

る。）を策定・届出しており、かつ、常時雇用する労働者が 300

人以下である。 

 該当・該当しない 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

「くるみん認定」を取得している。  該当・該当しない 

「プラチナくるみん（特例）認定」を取得している。  該当・該当しない 

「トライくるみん認定」を取得している。 該当・該当しない 

３ 青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定 

「ユースエール認定」を取得している。 該当・該当しない 

 

※１ １～３の全項目について、該当又は該当しないものに○を付けること。 

※２ 該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し、一般事

業主行動計画策定・変更届の写し）を添付すること。 

※３ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（認定通知書（写）、一般事業

主行動計画策定・変更届（写）、）を提出（同署に限る）している場合で、書類の内容に異同が

ない場合、資料の提出を省略することができる。その際は、「様式１－２」において「省略」

を選択の上、提出した入札案件名等を記載すること。 

 

[○／○] 



様式８－２ 

（用紙Ａ４） 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標についての適合状況 

（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」 

第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人の場合） 

                            会社名：○○○（株）  

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

１段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

２段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

３段階目の「えるぼし認定」を取得している。  該当・該当しない 

プラチナえるぼし認定を取得している  該当・該当しない 

  一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限

る。）を策定・届出しており、かつ、常時雇用する労働者が 300

人以下である。 

 該当・該当しない 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

「くるみん認定」を取得している。  該当・該当しない 

「プラチナくるみん（特例）認定」を取得している。  該当・該当しない 

「トライくるみん認定」を取得している。 該当・該当しない 

３ 青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定 

「ユースエール認定」を取得している。 該当・該当しない 

※１ １～３の全項目について、該当又は該当しないに○を付けること。 

※２ 該当を選択した場合、それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による

認定等確認通知書の写し）を添付すること。 

※３ 当該事業年度における同種事業の入札において、すでに資料（認定等確認通知書（写））を提出

（同署に限る）している場合で、書類の内容に異同がない場合、資料の提出を省略することができ

る。その際は、「様式１－２」において「省略」を選択の上、提出した入札案件名等を記載するこ

と。 

[○／○] 
 
 



【別添】工事における賃上げの表明した企業等の技術提案書について 
 
○ 総合評価落札方式に関する事項 

下記（１）から（３）により、賃上げの表明がある場合は、別紙１（賃）の「従業員への

賃金引上げ計画の表明書」及び【参加資格申請書】の【技術提案書】の提出欄の最後に追記

の上、提出願います。（表明のない場合は追記不要。） 
 
（１）評価項目における評価基準及び配点 

 
（２）賃上げ実施の表明の方法について 

評価項目「賃上げの実施を表明した企業等」で加点を希望する入札参加者は、技術提案書

に別紙１（賃）の「従業員への賃金引上げ計画の表明書」（以下「表明書」という。）を添付

の上、提出すること。表明書については、内容に異同がない場合に限り、当該年度における

初参加の入札へ提出した当該資料の写しの提出をもって代えることができる。 
また、中小企業等については、表明書と併せて直近の事業年度の「法人税申告書別表１」

を提出する。 
なお、共同企業体が加点を受けるには各構成員による表明が必要である。 

 
（３）賃上げ実施の確認について 

 本項目で加点を受けた契約の相手方に対しては、契約の相手方が提出した表明書により表

明した率の賃上げを実施したかどうか、契約の相手方の事業年度等が終了した後、契約担当

官等が確認を行うため、別紙１（賃）の１又は別紙１（賃）の２の「従業員への賃金引上げ

実績整理表」とその添付書類として「法人事業概況説明書」(別紙３)又は「給与所得の源泉

徴収票等の法定調書合計表」(別紙４)の提出を求める。 

 具体的には、事業年度単位での賃上げを表明した場合においては、賃上げを表明した年

度とその前年度の「法人事業概況説明書」(別紙３)の「「10 主要科目」のうち「労務

費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」(以下「合計額」という。)を「４期末従

業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較することにより行うこととする。事業年度

単位での賃上げを表明した契約の相手方は、上記の資料を決算月（別紙１（賃）に記載の事

業年度の終了月）の末日から起算して３ヶ月以内に資料一式を下記東北森林管理局経理課に

メールで提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は別紙３の「合計

額」とする。 

また、暦年単位での賃上げを表明した場合は、「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計

評価項目 評価基準 配点 
 

企業に関

する事項 

 
賃上げの実

施を表明し

た企業等 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前

年比で給与等受給者一人当たりの平均受給額

を３％以上増加させる旨、従業員に表明して

いること【大企業】 

 
 

２点 

事業年度又は暦年において、対前年度又は前

年比で給与総額を 1.5％以上増加させる旨、従

業員に表明していること【中小企業等】 
上記の内容に該当しない ０点 



表」(別紙４)の「１給与所得の源泉徴収票合計表（375）」の「Ⓐ俸給、給与、賞与等の総

額」の「支払金額」を「人員」で除した金額により比較することとする。暦年単位での賃上

げを表明した契約の相手方は、上記の資料を翌年の３月末までに資料一式を下記東北森林管

理局経理課にメールで提出すること。中小企業等にあっては、上記の比較をすべき金額は別

紙４の「支払金額」とする。 

 ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能とする。  
・ 法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限 
・ 事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ実施期間とする 

場合は、事業年度終了後３ヶ月以内 
・ 事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日から３ヶ月以内 
・ 契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間 
 上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、公認会計士等の第三

者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類であると認められる書

類等が提出された場合には、当該書類をもって上記書類に代えることができる。 
 また、事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合にのみ、

賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができる。  
① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること  
※  暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われている 
 こと。  
② 企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施月を遅 
 らせていないこと）  
※  この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期間の終了時 
 が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者により、上記基準と同等 
 の賃上げ実績を確認することができる書類等とする。 

なお、上記の確認を行った結果、契約の相手方の賃上げが賃上げ基準に達していない場合

若しくは本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記の書類等が提出さ

れない場合であって、契約担当官等が通知する減点措置の開始の日から１年間、当該契約相

手方が別途総合評価落札方式による入札に参加する場合には、減点を行う。 
 共同企業体の実績確認において構成員の一部又は全部の者が未達成となった場合、その後

の減点措置は当該共同企業体、未達成となった構成員である企業及び未達成となった企業を

構成員に含む共同企業体に対して行う。 
 この場合における減点の割合は、当該入札における加点に１点を加えた点を減点するもの

とすし、加点に係る得点の合計がマイナスとなった場合には加算点を０点とみなす。 
 ただし、天災地変等やむをえない事情により賃上げを実行することができなかった場合

は、減点措置の対象としない。 
 経年的に本評価項目によって加点を受けようとする場合、事業年度単位か暦年単位かの選

択を前年度又は前年から変えることによって、前年度等に加点を受けるために表明した期間

と、当該年度等に加点を受けるために表明した期間が重なり、賃上げ表明の期間と加点を受

ける期間との間に不整合が生じることのないよう、賃上げ表明を行う期間は、前年度等に加

点を受けるために表明した期間と重ならない期間とすること。 
 

東北森林管理局経理課 メールアドレス t_keiri@maff.go.jp 

 



 
【技術提案書提出時に企業で表明した書類】 
別紙１（賃） 

 
従業員への賃金引上げ計画の表明書 

 
【大企業用】 
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又

は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与等受給者一人

あたりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とする 
ことを表明いたします。 
従業員と合意したことを表明します。   ※状況に応じ何れかを選択 

 
【中小企業等用】 
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又

は○年（令和○年１月１日から令和○年 12 月 31 日））において、給与総額を対前年

度（又は対前年）増加率 1.5％以上とする 
ことを表明いたします。 
従業員と合意したことを表明します。   ※状況に応じ何れかを選択 

 
【以下は、大企業、中小企業等共通】 
 
令和 年  月  日 
  
株式会社○○○○ 

 （住所を記載） 
 代表者氏名 ○○ ○○   
 
 
 上記の内容について、我々従業員は、令和○年○月○日に、○○○という方法によ

って、代表者より表明を受けました。 
 
 
令和 年  月  日 
 株式会社○○○○ 
 従業員代表          氏名 ○○ ○○  印 
 給与又は経理担当者      氏名 ○○ ○○  印 



 
 
（留意事項） 
１ この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内容が

異なります。 
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載をして

ください。 
 
大企業：中小企業等以外の者をいう。 
中小企業等：法人税法第 66 条第２項又は第３項に該当する者をいう。 

ただし、同条第６項に該当する者は除く。 
 

２ 事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明

書」を決算月（本表明書に記載の事業年度の終了月）の末日から起算して３ヶ月以

内に契約担当官等に提出してください。 
  また、暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉

徴収票等の法定調書合計表」を翌年の３月末までに契約担当官等に提出してくださ

い。 
ただし、上記書類の提出期限に係る例外として、次の取扱いも可能です。 
・ 法人事業概況説明書の提出期限が延長された場合は、その提出期限 
・ 事業年度の開始時よりも前の賃上げを実施したときから１年間を賃上げ実施 
 期間とする場合は、事業年度終了後３ヶ月以内  
・ 事業年度等より後の賃上げについては、賃上げ評価期間終了月の末日から３ 
 ヶ月以内  
・ 契約担当官等がやむを得ない事由として認めた場合はその期間  
 なお、上記書類により賃上げ実績が確認できない場合であっても、税理士、公 
認会計士等の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認することができ 
る書類であると認められる書類等が提出された場合には、当該書類をもって上記 
書類に代えることができます。 

 
３ 事業年度開始月より後の賃上げについては、次のいずれにも該当する場合にのみ、

賃上げ実施月から１年間の賃上げ実績を評価することができます。  
 ① 契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われていること  
 ※ 暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃上げが行われ 
  ていること。  
 ② 企業の例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること（意図的に賃上げ実施 
  月を遅らせていないこと）  
 ※ この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後ではなく当該評価期間の 
  終了時が基準となり、確認書類等は、税理士、公認会計士等の第三者により、上記 
  基準と同等の賃上げ実績を確認することができる書類等となります。 
 
４ 上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行していな



い場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記２若しく

は３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が判明した以降

の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術点を減点するもの

とします。 
  ただし、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行することができなかっ 
 た場合は、減点措置の対象としないものとします。 
 
５ 上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行わ

れる調達に参加する場合に行われることとなる。 
  ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置

開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。 
 

６ 以下の例に示すような、天災地変等やむを得ない事情により賃上げを実行するこ

とができなかった者については、減点措置を課さないこととする。  

（１） 特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法

律（平成 8 年法律第 85 号）第 2 条第 1 項の規定に基づき指定された特定非常災害

であって、同法に基づく特別措置の適用対象となる地域に主たる事業所が所在する

企業については特別措置が適用される期間は減点措置を課さないこととする。  

（２） 各種経済指標の動向等を踏まえ、平成 20 年のいわゆる「リーマンショック」

と同程度の経済状況と認められる場合においては、全国において減点措置を課さな

いこととする。 

（３） （１）及び（２）に該当しない場合であっても、次のような自らの責によらな

い場合で、かつ、その事実を客観的に証する書類とともに従業員が署名した理由書

の提出があった場合は減点措置を課さないこととする。  

 

①自然災害（風水害、土砂災害、地震、津波、噴火、豪雪等）や人為的な災害（火災

等）等により、事務所、工場、主要な事業場等が被災し、事業の遂行が一定期間不

可能となった場合  

②主要な取引先の倒産により業績が著しく悪化した場合  

③資材の供給不足等により契約履行期限の延期等が行われ、契約上の代価の一部を受

領できず資金繰りが著しく悪化した場合など 

  

※「事実を客観的に証する書類」とは、罹災証明や契約書類の写し等を想定している

が、これに限らない。  

 
 
 
 
 
 
 
 



 

【賃上げ達成後、賃上げ表明者から東北森林管理局へ提出】 
様式１（実績報告書） 

                                令和○年○月○日 

 

東北森林管理局 

総務企画部 経理課長 殿 

（専門官（契約適正化）扱い） 

                                ○○○○株式会社 

 

 

   総合評価落札方式において賃上げを実施した企業の加点措置に係る報告について 

 

 令和○年〇月〇日付けで契約した○○事業（○○地区）について、下記のとおり賃上げに

係る資料一式を送付します。 

 

記 

 

１．入 札 日 令和○年○月○日 

２．物 件 名 ○○事業（○○・地区【契約書に記載の物件名を記載願います】 

３．表 明 日 令和○年○月○日 

４．表明期間 令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

５．提出内容 □ 別紙１（賃）の１【大企業用】従業員への賃金引上げ実績整理表 

       □ 別紙１（賃）の２【中小企業用】従業員への賃金引上げ実績整理表 

       □ 別紙２ 賃金引き上げ計画の達成について（第三者の確認証明） 

       □ 別紙３ 法人事業概況説明書 

       □ 別紙４ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表 

      【上記「５．提出内容」に該当する提出書類に「✔」を記入願います】 

 

 

 

 

 

                    担当：                

                    連絡先電話番号：           



 

（別紙１（賃）の１）                          【大企業用】 

 

従業員への賃金引上げ実績整理表 

 

１ 賃上げ実績 

 

前年(度)の給与

等平均受給額 

① 

当年(度)の給与

等平均受給額 

② 

賃上げ率 

（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 

 

 ％ ％ 達成／未達成 

 

２ 使用した書類 

 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」÷「「４

期末従業員等の状況」の計欄」で算出した金額を前年度と比較する 

 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」÷ 

「人員」で算出した金額を前年と比較する 

 

【使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。】 

 

 

 令和  年  月  日 

  株式会社○○○○ 

  （住所を記載） 

  代表者氏名 ○○ ○○ 

 

 

 【留意事項】 

・ 前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴収

票等の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 



 

（別紙１（賃）の２）                        【中小企業等用】 

 

従業員への賃金引上げ実績整理表 

 

１ 賃上げ実績 

 

前年(度)の給与

総額 ① 

当年(度)の給与

総額 ② 

賃上げ率 

（②／①－１）

×100 

賃上げ基準 達成状況 

 

 

 ％ ％ 達成／未達成 

 

２ 使用した書類 

 

□ 法人事業概況説明書 

【算出方法】「「10 主要科目」の（労務費＋役員報酬＋従業員給料）」 

で算出した給与総額を前年度と比較する 

 

□ 給与所得の源泉徴収票等の法定調書の合計表 

【算出方法】「「１給与所得の源泉徴収票合計表」の「支払金額」」 

で算出した給与総額を前年と比較する 

 

【使用した書類の左欄の□に「✓」を付してください。】 

 

 

 令和 年 月 日 

  株式会社○○○○ 

  （住所を記載） 

  代表者氏名 ○○ ○○ 

 

【留意事項】 

・  前年(度)分と当年(度)分の「法人事業概況説明書」（別紙３）又は「給与所得の源泉徴

収票等の法定調書合計表」（別紙４）の写しを添付してください。 

 



 

（別紙２） 

①（第三者が賃上げを認めたことを確認し作成） 

 

賃金引上げ計画の達成について（第三者の確認証明） 

 

私は、○○株式会社が令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの

○○株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和〇年〇月〇日付け「従業員への

賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実施したことを別添書類によって確認い

たしました。 

 

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容） 

（記載例１） 評価対象事業年度においては、○人の従業員が退職する一方、○人の新

卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が○％減少になったものの、継続雇用して

いる○人の給与支給総額は〇％増加していたため、表明書と同等の賃上げを実行したもの

と認めました。 

 

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事すること等による超

過勤務手当が多く発生した（対前年度○％増加）が、評価対象年度においてはその対応

がなかったため、超過勤務手当は○％減と大きく減少した。これらの要因により、

給与支給総額は○％の減少となったものの、基本給総額は○％増加していたため、

表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。 

 

令和○年○月○日 

（税理士又は公認会計士等の住所）○○県○○市○○○○－○○ 

（税理士又は公認会計士等の氏名）○○ ○○ 

【印鑑について、税理士等直筆の場合は押印不要、パソコン入力・ゴム印の場合は

押印願います】 

 

（添付書類）【税理士等が確認した「添付書類」を本用紙と一緒に必ず提出願いま

す】 

・【例】給与支払一覧表 

・【例】計算過程 

・【例】過去２年分の法定事業概況説明書（令和６年、令和７年） 

 

※１ 上記は記載例であり、ここに記載されている例に限定されるものではありま

せん。 

２ 証明内容の確認として、記載内容や添付書類について不足・不明な点等があ

る場合、直接税理士等に確認する場合ありますのでご承知願います。 

 

 



 

（別紙２） 

②（事業者が基本的な体裁を作成し、第三者は誤り等がないことを確認したこと

（署名等）のみ記載） 

 

賃金引上げ計画の達成について（第三者の確認証明） 

 

当社は、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社の事業

年度）（又は○年）において、○人の従業員が退職する一方、○人の新卒採用者を雇

用することになり、給与支給総額が○％減少になったものの、継続雇用している○

人の給与支給総額は○％増加していたため、令和○年○月○日付け「従業員への賃

金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実行したものと考えております。 

この点について、計算の基礎となる下記添付書類に記載のとおり、給与支払一覧

表及び計算過程を提出します。 

 

令和○年○月○日 

（住 所）○○県○○市○○○○－○○ 

（法人名）株式会社○○○○ 

代表取締役 ○○ ○○ 

 

（添付書類）【下記「添付書類」を本用紙と一緒に必ず提出願います】 

・【例】給与支払一覧表 

・【例】計算過程 

・【例】過去２年分の法定事業概況説明書（令和６年、令和７年） 

上記添付書類により本書類に記載する賃上げ率等が算出されることについて、その

計算の基礎となる帳簿その他の資料との不一致や計算誤りがない旨を確認しまし

た。 

 

令和○年○月○日 

（税理士又は公認会計士等の住所） ○○県○○市○○○○－○○ 

（税理士又は公認会計士等の氏名） ○○ ○○ 

【印鑑について、税理士等直筆の場合は押印不要、パソコン入力・ゴム印の場合は

押印願います】 

 

※１ 上記は記載例であり、ここに記載されている例に限定されるものではありま

せん。 

２ 証明内容の確認として、記載内容や添付書類について不足・不明な点等があ

る場合、直接税理士等に確認する場合ありますのでご承知願います。 

 
 



 
別紙３ 
 

 



【参考】 
 

 



別紙４ 
 
 

 
 
 



【参考】 
 

 
 
 
 



【参考】 
 

 
 
 
 
 
 
 



【参考】 
 

 
 
 



別紙５（賃） 

 

１ 確認書類の提出方法 

○ 賃上げ実績の確認時、税理士又は公認会計士等の第三者により、

「入札説明書等に示されている基準と同等の賃上げ実績を確認でき 

る書類であると認められる」ことが明記された書面(別紙様式６(賃)) 

又は、(別紙様式７(賃))を、賃上げを行ったことを示す書類と共に提 

出。 

※ 内容について、必要に応じて受注者側に確認を行う場合がある。 

※ 仮に本制度の主旨を意図的に逸脱していることが判明した場合に

は、事後であってもその後に減点措置を行う。 

※ なお、賃上げ促進税制の優遇措置を受けるために必要な税務申告書

類をもって賃上げ実績を証明することも可能である。 

 

２ 「同等の賃上げ実績」と認めることができる場合の考え方 

○ 中小企業等においては、実情に応じて「給与総額」又は「一人当た

りの平均受給額」いずれを採用することも可能。 

○ 各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や所

定内賃金などにより評価することも可能。 

○ 入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適切

に考慮できない場合、適切に控除や補完を行って評価することも可

能。 

※ なお、本制度において、企業の賃上げ表明を行う様式には従業員代

表及び給与又は経理担当者の記名・捺印を求めており、企業の真摯

な対応を期待するものである。 

※ 例えば、役員報酬を上げるのみとなっている等、実態として従業員

の賃上げが伴っていないにも関わらず、実績確認を満足するために

恣意的に評価方法を採用することや賃上げを表明した期間の開始前

の一定期間において賃金を意図的に下げる等により賃上げ表明期間

の賃上げ率の嵩上げを図ること等は、本制度の趣旨を意図的に逸脱

している行為と見なされる。 

※ ボーナス等の賞与及び諸手当を含めて判断するかは、企業の実情を

踏まえて判断することも可能とする。 

 

 

 

 



【具体的な場合の例】 
 

〇 各企業の実情を踏まえ、継続雇用している従業員のみの基本給や

所定内賃金などにより評価する 

・  ベテラン従業員等が退職し、新卒採用等で雇用を確保することで

給与総額が減少する場合等は、継続雇用している給与等受給者への

支給額で給与総額等を評価する。 

・  定年退職者の再雇用などで給与水準が変わる者を除いて給与総額

等を評価する。 

・  ワーク・ライフバランス改善の取組を考慮するため、育児休暇や

介護休暇の取得者等、給与水準が変わる従業員等を除いて給与総額

等を評価する。 

・  働き方改革を進める中で、時間外労働規制の令和６年４月からの

適用に対応するため、計画的に超過勤務を減らしている場合につい

ては、超過勤務手当等を除いて給与総額等を評価する。 

・  災害時には昼夜を問わず、一時的に人員も増強してその対応に従

事することが求められ、その対価として超過勤務手当等が従業員等

に支給される。災害対応は、自ら制御できない年変動があり、この

ような場合、超過勤務や一時雇用を除いて給与総額等を評価する。 

・  業績に応じて支給する一時金や賞与等を除いて給与総額等を評価

する。 

 

〇 入札説明書等に示した賃上げ実績の確認方法で従業員の給与を適

切に考慮できない場合、適切に控除や補完が行われたもので評価す

る 

・  実績確認に用いるとされた主要科目に一部の従業員の給与が含ま

れない場合、別途これを考慮して評価する。 

・  実績確認に用いるとされた主要科目に外注や派遣社員の一時的な

雇い入れによる労務費が含まれてしまう場合、これを除いて評価す

る。 

・  実績確認に用いるとされた主要科目に退職給付引当金繰入額とい

った実際に従業員に支払われた給与でないものが含まれてしまう場

合は、これを除いて評価する。 

・  役員報酬が含まれること等により従業員の賃金実態を適切に反映

できない場合は、これを除いて評価する。 

・  令和６年４月以降の最初の事業年度開始時よりも前の令和６年度

中に賃上げを実施した場合は、その賃上げを実施したときから１年

間の賃上げ実績を評価する。 



・  事業年度開始月より後の賃上げについて、次のいずれにも該当す

る場合には、事業年度開始月よりも後の賃上げ開始月から１年間の

賃上げ実績を評価 することができる。 

①契約締結日の属する国の会計年度内に賃上げが行われているこ

と。 

※暦年中の賃上げを表明している場合にあっては、当該暦年内に賃

上げが行われていること。  

②例年の賃上げ実施月に賃上げを実施していること。（意図的に賃上

げ実施 月を遅らせていないこと。）  

※この場合の賃上げ実績の確認時期は、事業年度終了後を基準とする

のではなく、当該評価期間の終了時を基準とするため、確認書類の提

出期限は、当該評価期間の終了月の末日から３ヶ月以内となる。 

※なお、上記は例示であり、ここに記載されている例に限定される

ものではない。 



（別紙６（賃））（第三者が賃上げを認めたことを確認し作成） 

 

賃金引上げ計画の達成について 
 

私は、〇〇株式会社が、令和○年度（令和○年○月○日から令和○ 年

○月○日までの〇〇株式会社の事業年度）（又は○年）において、令和

〇年〇月〇日付け「従業員への賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げ

を実施したことを別添書類によって確認いたしました。 

 

（同等の賃上げ実績と認めた評価の内容） 

（記載例１） 評価対象事業年度においては、〇人の従業員が退職する

一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額が〇％増加

にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給総額は〇％増加

していたため、表明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。 

 

（記載例２） 評価対象の前事業年度は災害時の応急対策に従事するこ

と等による超過勤務手当が多く発生した（対前年度〇％増加）が、評価

対象年度においてはその対応がなかったため、超過勤務手当は〇％減

と大きく減少した。これらの要因により、給与支給総額は○％の

増加にとどまったものの、基本給総額は〇％増加していたため、表

明書と同等の賃上げを実行したものと認めました。 

 

令和 年 月 日 

（住所を記載） 

（税理士又は公認会計士等を記載） 氏名 ○○ ○○ 

【印鑑について、税理士等直筆の場合は押印不要、パソコン入力・ゴム印の場合は押印願い

ます】 

（添付書類）【税理士等が確認した下記「添付書類」を本用紙と一緒に提出願います】 

・〇〇〇 

・〇〇〇 



（別紙７（賃）） 

（事業者が基本的な体裁を作成し、第三者は計誤り等がないことを確認したこと

（署名等）のみ記載） 

 

賃金引上げ計画の達成について 
 
  当社は、令和○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日ま 

での当社の事業年度）（又は○年）において、〇人の従業員が退職 

する一方、〇人の新卒採用者を雇用することになり、給与支給総額 

が〇％増加にとどまったものの、継続雇用している〇人の給与支給 

総額は〇％増加していたため、令和〇年〇月〇日付け「従業員への 

賃金引上げ計画の表明書」と同等の賃上げを実行したものと考えて 

おります。  

この点について、計算の基礎となる添付資料及び計算過程を添付 

書類の通り提出します。  

  

令和〇年〇月〇日  

（住所）  

（法人名）株式会社〇〇〇〇  

代表取締役 〇〇 〇〇  

  

（添付書類） 【下記「添付書類」を本用紙と一緒提出願います】  

  ・【例】給与支払一覧表 

  ・【例】計算過程 

                                                                            

   上記添付書類により本書類に記載する賃上げ率等が算出される 

ことについて、その計算の基礎となる帳簿その他の資料との不一 

致や計算誤りがない旨を確認しました。  

  

令和〇年〇月〇日  

（住所）  

（公認会計士等の氏名）  

 【印鑑について、税理士等直筆の場合は押印不要、パソコン入力・ゴム印の場合は押印願い

ます】 
       ※ 上記は記載例であり、ここに記載されている例に限定されるもの 

ではありません。 


